
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年３月時点＞ 

交付限度額 1 億 9708 万円   

うち令和７年度 交付決定額 1 億 9708 万円（100%） 

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%） 

残額 0 円（0%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰対策商品券給付事業 事業費：１億３４４６万円  ※食料品特別加算を活用 

 食料費等の購入のための商品券（使用期限：令和８年１２月まで）を１世帯あたり１万円分発行。物価高騰による影響を特に強く受ける子育て世帯につ

いては、１８歳未満の子ども１人あたり１万円分を加算して発行。 

 

◆水道料金の減免対策事業 事業費：３００１万円 

 町内の水道利用者（一般家庭・事業所）に対して、水道料金のうち基本料金部分について減免。組合営・自家水道等利用者への支援として基本料金相当

額を補助。 

 

◆物価高騰対策省エネ家電買い換え促進補助金 事業費：１０００万円 

 省エネ基準を満たす家電の買い換え等に対して購入費用（補助上限：町内事業者５万円、町外事業者３万円、補助率：購入費用の１／３）を補助。 

 

事業者支援 

◆医療・介護・福祉施設等物価高騰対策支援給付金支給事業 事業費：２０６１万円 

 物価高騰の影響を価格転嫁できず厳しい経営状況となっている施設や事業所に対して給付金を支給する。給付金総額２０５０万円（１１万円は事務費）。 

 

 

◆農業者等支援金給付事業 事業費：６００万円 

 町内の農業者等に対して支援金を交付。農業収入申告または事業収入申告のある個人もしくは法人に対して経費の１０分の１を補助（上限５万円）。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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